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	処分の概要
	公益上必要な建築物等の特例許可

	例規名
根拠条項
	東部大阪都市計画星田北・茄子作南地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例　第6条第1項

	例規番号
	平成28年条例第9号

	【根拠条文】
(公益上必要な建築物等の特例)
第6条　市長が公益上必要な建築物で、用途上若しくは構造上やむを得ないと認めて許可したもの又は土地の利用状況に照らして良好な住環境を害するおそれがないと認めて許可した建築物については、その許可の範囲内で第4条の規定は適用しない。
2　市長は、前項の規定による許可(以下「特例許可」という。)をする場合においては、あらかじめ、交野市開発問題等審議会の同意を得なければならない。
3　市長は、特例許可をする場合においては、あらかじめ、その許可に利害関係を有する者の出頭を求めて公開による意見の聴取を行わなければならない。ただし、特例許可を受けた建築物の増築、改築又は移転で、次の各号の一に該当するものについては、この限りでない。
(1)　増築、改築又は移転が特例許可を受けた際における敷地内におけるもの
(2)　増築又は改築後の第4条の規定に適合しない用途に供する建築部分の床面積の合計が特例許可を受けた際におけるその部分の床面積の合計を超えないもの
(3)　第4条の規定に適合しない事由が原動機の出力、機械の台数又は容器等の容量による場合においては、増築、改築又は移転後のこれらの出力、台数又は容量の合計が、特例許可を受けた際におけるこれらの出力、台数又は容量の合計を超えないもの
4　市長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、その許可しようとする建築物の建築の計画並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の3日前までに告示しなければならない。

【基準】
根拠条文に同じ。

(※)東部大阪都市計画星田北・茄子作南地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例
(建築物の用途の制限)
第4条　次の各号に掲げる建築物は、建築してはならない。
(1)　法別表第2(る)項第2号、第3号、第5号及び第6号に掲げるもの
(2)　法別表第2(を)項第2号、第3号及び第8号に掲げるもの

※建築基準法
別表第二　用途地域等内の建築物の制限(第二十七条、第四十八条、第六十八条の三関係)
	(る)
	工業地域内に建築してはならない建築物
	一　(ぬ)項第三号に掲げるもの
二　ホテル又は旅館
三　キャバレー、料理店その他これらに類するもの
四　劇場、映画館、演芸場若しくは観覧場又はナイトクラブその他これに類する政令で定めるもの
五　学校(幼保連携型認定こども園を除く。)
六　病院
七　店舗、飲食店、展示場、遊技場、勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これらに類する用途で政令で定めるものに供する建築物でその用途に供する部分の床面積の合計が一万平方メートルを超えるもの

	(を)
	工業専用地域内に建築してはならない建築物
	一　(る)項に掲げるもの
二　住宅
三　共同住宅、寄宿舎又は下宿
四　老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するもの
五　物品販売業を営む店舗又は飲食店
六　図書館、博物館その他これらに類するもの
七　ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類する政令で定める運動施設
八　マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これらに類するもの





	標準処理期間
	30日

	備考
	

	


	設定年月日
	平成28年7月1日
	最終変更年月日
	令和5年6月8日
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